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      「「都都のの区区」」のの特特性性とと伝伝統統                   
 

11..特特別別区区のの誕誕生生  

現在、都にある特別区は、地方自治法の制定により誕生しました。広域の自治

体に「置かれる」制度ではなく、条文に「都の区は特別区という」とあるように、

法制定時に東京都にあった区の自治制度なのです。前述のとおり、地方自治法に

より都内の市町村の申請に基づき都知事が定める特別区の設置（（地地方方自自治治法法第第 228811 条条

のの 44 第第 88 項項））や大都市地域特別区設置法により「単一自治体で行政の統一性・一体

性が存在している地域」を分割して設置される特別区とも異なるものです。 
 

22..「「都都のの区区」」のの特特異異性性  ――  歴歴史史のの重重みみとと記記憶憶  ――  

（（11））「「特特別別区区のの存存すするる区区域域」」のの形形成成  

戦時体制の「東京都制」は、東京府と東京市を廃止して、東京府の区域に誕生

しますが、東京市の 35 区は都の下級行政組織とされながらも、法人区として区会

とともに存続していました。そして、戦後、新憲法のもとで新たに制定された地

方自治法により、「都」という名称を引き継いだ東京都は広域の自治体として、同

様に「都の区」は特別区とし、市と同じ基礎的な自治体として、それぞれ位置づ

け直されました。一方で、かつての帝都（首都）である東京市は廃止されたまま

でした。 
かくして、旧東京市の区域に新たに誕生した「特別区」の由来をたどると、「都

の区」の特異な制度的背景が見えてきます。 
「都の区」の遠因は、明治 11（1878）年の郡区町村編制法の制定にまで遡りま

すが、そのとき、全国の市街地に公選の区会を持った区が誕生しました。そして、

市街地が広い場合は区分して数区にするという方針により、東京（東の京）と称

した旧江戸の市街地には、15 の区が置かれます。つまり、のちに首都と認識され

た区域に、今日の特別区につながる公選の区会を持った複数の自治体が誕生した

のです。 
その後、明治 21（1888）年に、「市制町村制」が実施されることになり、それ

までの区は、「市」に引き継がれて市町村を基礎とする自治制度がはじまります。 
この制度の内閣原案では、東京・京都・大阪の三府への適用は除外（別に検討）

されていましたが、内閣は法律の公布と同時に三府にも市制を施行することにし
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東京都紋章 

昭和 18 年制定 

東京市紋章  

明治 22 年制定 

市参事会員 

 渡辺洪基氏考案 

東京府紋章 

昭和 6 年改定 

 

民間から 

懸賞で募集 

東京市自治記念日：10 月 1 日：大正 11 年後藤新平市長が決定 

都民の日：10 月 1 日：都が 23 区の区域で基礎的な自治体となった昭和 27 年に制定 

 

☆ 明治 29（1896）年、政府は、第 9 回帝国議会に、東京府を分けて、東京市を独立の

都とし、郡部に武蔵県を設置する「東京特別都制案」を提出しました。この案は、世論

喧騒を極めたために、貴族院の委員会付託中に政府により提案撤回となります。 

 

☆ 明治 30（1897）年、衆議院が、第 10 回帝国議会に、東京市制案及び千代田県設置案

を提出しますが、衆議院通過後貴族院で否決されます。以降、両院から毎回のごとく提

案が繰り返されますが、ついに両院の協調は整いませんでした。 

 

☆ 明治 31（1898）年、三市特例撤廃運動がみのり、市制特例が廃止されますが、東京

市では、この運動が、東京府からの独立を求める「特別市制運動」へと発展します。 

 

☆ 大正 6（1917）年、大正期に入ると都市の発展とともに、都市問題が大きな課題とな

り、横浜市・名古屋市・京都市・大阪市・神戸市が、東京市の「特別市制運動」に合流

し、第 1 回六大都市事務協議会が東京市で開催されました。 

 

☆ 大正 13（1924）年、臨時大都市制度調査会は、東京市の都市計画区域に、府を廃止

して東京都を独立させ、府の残部に県又は庁を置き、都県（庁）の間で区分し難いもの

は都県の組合を置く東京都制案を答申します。しかし、この案は、三多摩郡部の猛烈な

反対運動のために帝国議会への提案をみるに至りませんでした。 

 

☆ 昭和 11（1936）年、六大都市特別市制促進協議会は、政府に、「東京都制並五大都市

特別市制実施要望理由書」を提出し早期実現をせまります。 

 

☆ 昭和 17（1942）年、六大都市は、再び政府に「東京都制並五大都市特別市制実施要

望理由書」を提出しましたが、翌 18（1943）年、戦時体制として、東京府と東京市を

廃止して、大日本帝国の首府たる一層制の東京都制が施行されました。 

『都制』は『特別市制』なのかも知れない  !!？？  
 

研究課題  
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